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一般社団法人  

日本金融人材育成協会  

第６回 ESG 金融ハイレベル・パネル                  2023年 3 月 7 日 

 

中小企業と地域金融機関による 
サーキュラーエコノミーへの取組み 
～「2050 年カーボンニュートラル」実現へ～ 

 

森 俊彦 
 

一般社団法人 日本金融人材育成協会 会長 
【略歴】 
東京大学経済学部卒、同年 日本銀行入行、シカゴ大学大学院留学（経済学マスター）、ニューヨーク事務所次長、 
信用機構局参事役（バーゼル銀行監督委員会・日本代表）、金沢支店長、金融機構局審議役などを経て、金融高度化センター長 
現在、住友生命社外委員、足利銀行取締役、きらやか銀行取締役、西尾信用金庫勤理事、マネジメントパートナーズ経営顧問 
中小企業基盤整備機構中小企業応援士を兼務   著書に「地域金融の未来」（中央経済社） 
【政府委員】 
2016 年 経済産業省「ローカルベンチマーク活用戦略会議」委員 
2017 年 内閣府「知財のビジネス価値評価検討タスクフォース」委員 
2018 年 環境省「ESG 金融懇談会」委員 
2018 年 金融庁「融資に関する検査・監督実務についての研究会」メンバー 
2019 年 環境省「ESG 金融ハイレベル・パネル」委員 
2019 年 金融庁「金融仲介の改善に向けた検討会議」メンバー 
2020 年 内閣府「価値デザイン経営ワーキンググループ」委員 
2021 年 内閣府・経済産業省「知財投資・活用戦略の有効な開示及びガバナンスに関する検討会」委員 
2022 年 内閣府「経営デザインシートの普及推進に向けた戦略及び標準的なツール策定の実証調査」委員 
2022 年 中小企業庁「事業環境変化対応型支援(デジタル化診断)事業 有識者検討会」座長 
2023 年 経済産業省「ローカルベンチマークガイドブック検討会」委員   

参考資料２
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サーキュラーエコノミーによる“自然資本（地球規模エコシステム）”の再生･成長の実現へ 
 ～「2050 年カーボンニュートラル」実現に向けた CO2“吸収”への取組み～ 

  

 
  

（出所）公益財団法人日本生産性本部『平成２６年度製造基盤技術実態等調査「動静脈産業一体型の 
    産業構造の構築に関する非鉄金属資源を対象とした調査」報告書』 24ページ 

 

（補足説明）サーキュラーエコノミー（ライフサイクル・アセスメント[CO2“削減”＋CO2“吸収”]）によるネイチャーポジティブの実現へ 

CO2“削減” 
に向けた取組み 

CO2“吸収” 
に向けた取組み 
①ブルーカーボン 
②廃プラスチック炭化 

「グローバルに
つながるサプラ
イチェーン」
（“地球規模エコ
システム”） 
の再生・成長 
の視座が重要！ 
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（参考１）｢海の海草･藻[CO2“吸収”(ブルーカーボン)]」によるネイチャーポジティブ・プロジェクト 
 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）「海水に鉄(フルボ酸鉄)を入れることで、海水の鉄濃

度が上がり、光合成が加速し、CO2吸収量が増加する」（ジョ

ン・マーチン米国加州モス・ランディング海洋研究所所長）。 

(注)専門用語の一部を球

規模課題解決プロジェク
トが、分かり易い用語に
置き換えている（「有機リ

ガンド」→「フルボ酸」な
ど） 

（出所）環境省「ESG金融ハイレベル･パネル」（2022年3月14日開催）､森俊彦のプレゼン資料 
   「地域金融の未来」68ページ 56-59ページ（ESG金融・SDGｓ経営） 

①2019年の世界のCO2“排出”量は330億トン/年。日本は11億トン/年。 

②陸域での“吸収”は78億トン/年。海域での“吸収”は92億トン/年。合計170億トン。160億トン/年が増加。 
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（補足説明）ライフサイクル･アセスメント(LCA)ベースの 地球規模エコシステムの再生･成長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＋N年 

 

 

← 廃棄車両(ELV: end of life vehicle)を漁礁として再利用 → 

 

 

CO2 
削減 

 

 CO2 
吸収 

 

 

TanktoWheel（2020年度燃費基準）は、

走行時の燃費（又はCO2排出量）のみを対象

とする。 

 

WelltoWheel（2030年度燃費基準）は、ガソリンや電力のエネルギー

源の採掘から供給までのエネルギー効率（CO2排出量）も含む。 

 

LCAは、WelltoWheelに加え､

自動車の製造段階から廃棄段階 

までのCO2排出量も含む。 

 

 

 

（出所）トヨタ自動車（2015）「The MIRAI LCAレポート」 環境省（2020年11月）「自動車による排出量のバウンダリに係る論点について」にCO2吸収を付加 
    「地域金融の未来」56-59ページ（ESG金融・SDGｓ経営）68ページ（会宝産業） 86-87ページ（クラウドファンディング） 

 

③日本の年間の廃車台数300万台のうち、60万台を取扱うKRA(会宝リサイクラーズアライアンス：会宝産業が運営)が､本年1月、
能登半島の七尾湾で､廃棄車両を魚礁として設置し、海草･藻を増やしてCO2“吸収”量を高める調査事業(漁場も再生)を開始。 

⇒ 事業可能性（サーキュラーエコノミーのポジティブインパクト）が実証されれば、日本全国へ展開 → 全世界へ展開 

④ライフサイクル･アセスメント（LCA）の観点から、車の動脈産業のCO2削減に加え、静脈産業のCO2“吸収”が、「グローバル
につながるサプライチェーン」にとって、大変重要。 

七尾湾(能登半島)での実証事業 



 

5 

Copyright © 2023  MORI TOSHIHIKO  All Rights Reserved. （無断転載禁止）                     

一般社団法人  

日本金融人材育成協会  

 
「廃棄車両を魚礁として設置し、①海草･藻を増やして

CO2“吸収”量を高め､（同時に）②漁場を再生していく

ことが“ビジネスとして成り立つ”」柱建ての主なもの 

（１）CO2“吸収”(ブルーカーボン)と漁場の“再生”の

実証 

（２）ブルーカーボンの「カーボン・クレジット」とし

ての認証 

（３）「自動車リサイクル法」・「廃棄物処理法」の特

例措置 

（４）「海外展開」への着手(※) 

⇒ 産・学・官・金の連携強化がカギ 

（※）会宝産業は世界 90 か国に自動車部品を輸出して

いるほか、インド、ブラジル、ケニア等にて、自動車リ

サイクルの合弁事業を展開。 
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（参考２）「廃プラスチックの炭化[CO2“吸収”]」によるネイチャーポジティブ・プロジェクト 
 

 

 

 

   

①廃プラスチックは現状､焼却処理か埋立処理が行われている｡CO2排出や非分解などの問題がある｡地球規模の海洋マイクロプラスチック問題もある。 

②「廃プラスチックの炭化」により、エコシステムの再生・成長へ。事業可能性が実証されれば、日本全国へ展開 → 全世界へ展開 

（出所）大木工藝「地球を救う廃車/廃プラシステム」 
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「「廃プラスチックの炭化」により、エ

コシステムを再生･成長させていくことが

“ビジネスとして成り立つ”」柱建ての主

なもの 

（１）ロータリー式炭化装置（24 時間

365 日稼働）の実証 

（２）京都府･滋賀県など自治体への展開 

（３）“炭”の出口戦略（活性炭、土壌改

良材、節電省エネシート､キャパシタ等） 

（４）炭化炉の排熱を利用した給湯、排

熱への取組み 

⇒ 産・学・官・金の連携強化がカギ 

ロータリー式炭化装置（24時間365日稼働型）の１号機は、2022年春、稼働し実証中。 

２号機は上記の１号機に、給湯・発電機能を追加できるように開発中。本年６月稼働予定。 


